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空間データを扱う回帰モデルでは，空間データのもつ性質のひとつである空間的依存性に対処する必要

がある．近年，空間計量経済学と空間統計学において，質的データに対し空間的依存性を考慮する手法が

提案されている．一般に，空間計量経済学のアプローチは，推定に繰り返し計算が必要で計算負荷が高い

という欠点を持つ場合が多い．一方，空間統計学のアプローチ，中でも固有ベクトル空間フィルタリング

（ESF）は，説明変数に空間情報を元に抽出された変数を追加するだけで空間的依存性を考慮でき，標準

的な統計パッケージへの実装が容易であるという実用的利点をもっている．本研究では，土地利用データ

を対象として，ESFを多項ロジットモデルに適用し，質的データにおける空間的依存性を考慮した手法の

実用性と推定精度について，ESFの有効性を確認する． 
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1. はじめに 

  

 位置情報をもつデータである空間データを扱う回帰モ

デルにおいては，空間データのもつ一般的性質である空

間的影響（spatial effect），すなわち空間的依存性（spatial 

dependence）と空間的異質性（spatial  heterogeneity）に対処

することが重要である（Anselin, 1988
1)）． 

近年，空間計量経済学と空間統計学の分野において，

質的データに対する空間的影響を考慮する方法の提案が

なされてきている．両分野の手法を比較すると，空間計

量経済学における手法は，推定に繰り返し計算が必要で

計算負荷が高いという欠点をもつ場合が多い（たとえば，

Chakir and Parent, 2009
2)
; Wang et al., 2012

3)）．一方，空間

統計学における手法，中でも空間フィルタリング・アプ

ローチの固有ベクトル空間フィルタリング（eigenvector-

based spatial filtering, ESF）は，説明変数に空間情報を抽出

した変数を追加するだけであり，標準的な統計パッケー

ジへの実装が容易であるという実用的な利点をもってい

る（Griffith and Paelinck, 2011
4)）． 

また，空間計量経済学のモデルが近接性を表す変数と

して距離を用いるのに対し，ESF はMoran’s I 統計量の近

接行列の固有ベクトルを用いて空間的相関をモデル化す

る．このようなアプローチを用いることで，距離だけで

は説明することのできない地域毎の空間構造も表現でき

る（村上, 2012
5)）． 

上に挙げた長所からESFは適用は広がりつつあり，現

在はその利点の検証や，まざまなモデルに追加した際の

固有ベクトルの解釈の仕方など，現在はその知見を蓄積

することが求められている．特に，多項離散選択モデル

に適用した例は筆者らの知る限りその様な研究は見当た

らず，固有ベクトルと推定されるそのパラメータの線形

和の選択肢間の差異の解釈は不透明なままである．した

がって本研究では，ESF を多項ロジットモデルに適用し，

空間的依存性を考慮有無による推定精度やモデルの当て

はまりについて検証することに加え，各選択肢ごとに算

出される固有ベクトルとそのパラメータの線形和は，ど

のように解釈されうるのか考察する． 

 以下では，まず，第２章でESF について説明し，次に，

第３章では，茨城県の土地利用データを対象とした実証

分析を行う．最後に，第４章で分析の結果を要約し，多

項ロジットモデルにおける固有ベクトルとそのパラメー

タの線形和の解釈について考察を行う． 
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2. 固有ベクトル空間フィルタリング（ESF） 

 

空間的依存性の代表的な検定統計量として，Moran’s I

が用いられることが多い． Moran’s I  は，Griffith(2000)
6) 

に倣うと， 
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と定義される．ここで，n はサンプル数， y は空間的相

関を検定したい変数の n × 1 のベクトル， I は n × n の単

位行列， 1 は 1 からなる n × 1 のベクトル， C は n × n 

の近接行列， (I - 11’ / n) は射影行列である．以下では，

簡単のため， C は隣接行列として扱う． 

ESF は， Moran’s I の近接性を表す (I - 11’ / n) C (I - 11’ / 

n) の固有ベクトルを用いて，空間的依存性を考慮する手

法である．(I - 11’ / n) C (I - 11’ / n)の最大固有値をもつ固有

ベクトルE1は，Moran’s I で説明可能な最も大域的な空間

パターンを表し，n 番目に大きな固有値をもつ固有ベク

トルEnは，n - 1 番目までのすべての固有ベクトルと直交

かつ無相関であり，また，Moran’s I で説明可能な n 番目

に大域的な空間パターンを表す（Griffith, 2007
7)
; 村上, 

2012
5)）． 

多項ロジットモデルにおけるESFの基本モデルは， 

jjjj εEγXβU                                        (2) 

で与えられる．ここで，Uj は選択肢 j を選んだ場合の効

用の n × 1 のベクトル，X は n × k の説明変数行列，Ejは

近接行列から算出された固有ベクトルを要素にもつ n 

× r の行列，βj は k × 1，γj は r × 1 のパラメータベクトルで

ある．εj は n × 1 の誤差ベクトルであり，要素同士が互い

に独立で，累積分布関数がタイプ I の極値分布（対数ワ

イブル分布）に従う． 

式(2)のEjの中の r 個の固有ベクトルは，予めMoran’s I  

が 最大の固有値をもつ固有ベクトルの 0.25 倍以上の固 

有ベクトルを抽出し，次にステップワイズ法などを用い

てそれらの中から選定することで決定できる（Griffith, 

2003
8)
; 村上, 2012

5)）． 

一般に空間計量経済学と空間統計学におけるモデルは，

空間的依存性を考慮した結果として，共分散が距離の関

数で与えられる．ゆえに，線形モデルにおいては，通常

最小二乗法が望ましい推定量を得るための仮定のひとつ

である共分散が0の仮定を満たさないため，通常最小二

乗法が適用できない．一方で，ESF は，分布形を仮定し

たモデルにおいても，固有ベクトルを説明変数に追加す

ることで空間的依存性を考慮することが可能である． 

 

 

 

3. ESFを用いた土地利用区分の推定 

 

(1) 用いるデータの概要 

 本研究では，3 次メッシュで集計された 2006 年度の

茨城県の土地利用区分を対象に，多項ロジットモデルに

ESF を適用し，空間パターンを表す固有ベクトルの有無

により推定精度，モデルの当てはまりがどの程度向上す

るのかを検証する． 

被説明変数に国土数値情報ダウンロードサービスで公

開されている，2006 年度の土地利用３次メッシュデー

タを用いる（図-1）．このデータは，3 次メッシュ（概

ね 1km メッシュ）毎に，各土地利用区分の面積を整備

したものであるが，本研究では，以下に示すようにデー

タを集計し，各メッシュ内で最も占有面積の大きい土地

利用区分を質的データとして与える．土地利用区分の内，

荒地，幹線交通用地，その他の用地，ゴルフ場を「その

他の用地」，また河川地及び湖沼，海浜，海水域を「水

域」として集計し，「田」，「その他の農用地」，「森

林」，「建物用地」はデータ加工せずに用いる．各メッ

シュにカテゴリーを当てるため，当該メッシュの中で最

大の土地利用区分のカテゴリーをメッシュに与える．当

該メッシュ内で土地利用区分の占有面積が等しくなる場

合は，分類不能として分析からは除外した．また，大

佛・倍田(1996)において，推定・予測の際には，土地利

用が変化しないと考えられる安定地点について考慮する

ことにより推定精度が向上することが示されていること

から，当該メッシュ内において「水域」が最大の占有面

積をもつメッシュは，不変地点として分析からは除外し

た． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 茨城県の 2006年度土地利用３次メッシュ 
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説明変数には，地理的条件として標高・傾斜，含水域

ダミーを用い，社会的条件として人口，最寄駅までの距

離，東京駅までの距離を用いる．標高・傾斜は国土数値

情報の2009年度標高・傾斜度次メッシュデータを用い，

含水域ダミーは当該メッシュに国土数値情報土地利用３

次メッシュの土地利用区分のうち河川地及び湖沼，海浜，

海水域の面積を含むメッシュを 1 とした．人口は総務

省統計局の e-stat からダウンロードできる 2005 年度の

国勢調査に基づく人口総数，最寄駅までの距離と東京駅

までの距離は当該メッシュの重心から各駅までの直線距

離（単位：m）を用いる．なお，各駅のデータは国土数

値情報の鉄道時系列データの中から 2006 年度に運用さ

れている駅のみを用いた． 

 

(2) 分析の結果 

  

 2013年5月7日現在，分析中につき，口頭発表時にレジ

ュメを配布する． 

 

 

4. まとめ 

 

 事前の予備的な分析結果より，空間的依存性を考慮し

ない場合と固有ベクトルを用いて空間的依存性を考慮す

る場合を比較すると，モデルの当てはまりを示すAIC，

カテゴリー選択の適中率（%）ともに改善が見られた． 

 固有ベクトルを用いて空間的依存性を考慮するESF手

法の今後の課題として，大量の固有ベクトルの変数選択

の効率化，多肢の質的データに対する空間的依存性の検

定手法の適用，空間的異質性への対処の３点が挙げられ

る． 
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